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3） 低所得のなかで高齢化が進む

　タイは所得水準が十分に向上しないうちに高齢社会に移行する。日本の場合、高齢化率

（65歳以上の人口の比率）が７％を超えて「高齢化社会」になったのは1970年で１人当たり

GDPは２万465米ドル、高齢化率が14％を超えて「高齢社会」になった1994年は４万2,186

米ドルであった３。これに対して、タイが「高齢社会」に移行する2027年の１人当たりGDP

は、2000 年以降年率５％で上昇したと仮定した場合、１万 543 米ドルにとどまる４。この

ことは、国全体で見た場合、政府による社会保障や福祉事業関連の財源が限られた状況下

で高齢社会を迎えることを意味する。また、個人レベルで見れば低い所得の中から老後の

備えを捻出することになる。

4） 高齢者の貧困問題

　タイでは、高齢者の方ほうが若い年齢層に比べて貧困状態（年収１万バーツ未満）にあ

る人の割合が高いと推定されている。60 歳以上の高齢者が総人口に占める比率は約 10％

（2005 年推計）であるのに対して、国家経済社会開発庁（National Economic and Social

Development Board：NESDB）の推計によると、タイの貧困層全体の 15％（114 万人）が

高齢者である。

5） 不安の高まる高齢者の生活

　タイでは、若い世代の割合が減少しつつあると同時に、若者の都会への移動、核家族化

等が進行している。その結果として、一人暮らしをする高齢者の比率が高まりつつある。

３「高齢化社会」と「高齢社会」は国連の定義による。脚注１を参照。
４ GDPは世界銀行データ（1995年価格の実質ベース）による。

同居相手の構成 1994 2002

一人暮らし 03.6 06.5

配偶者のみ 11.6 14.0

既婚の子ども・子どもの配偶者
（配偶者、その他の未婚の子ども、その他の同居人がいる場合も含む）

23.4 21.0

未婚の子ども
（配偶者がいる場合を含むが既婚の子どもと同居する場合は除く）

50.2 44.6

上記以外の人と同居 11.2 13.8

合　計 100 100

子ども若しくは子どもの配偶者と同居している場合 73.6 65.7

配偶者と同居している割合 62.1 60.8

表－２　高齢者の独居・同居相手の構成（1994 年と 2002 年、％）

データ出所：Thailand’s older Population：Social and Economic Support as Assessed in 2002



－ 32 －

　１人で暮らす高齢者の約半数は、生活上の不安を抱えている。最も多いのが「孤独で寂

しい」と感じていることで全体の25％を占めている。次に多いのが「病気になったときに

だれも面倒を見る人がいない」という点で 12.5％を占め、３番目が「日常生活の面倒を見

る人がいない」ことで 10.7％を占めている。

（2）タイ政府の取り組み

1）「1997 年憲法」５

　タイでは1990年代に民主化運動が拡大した。この動きを受けて制定された1997年憲法

では、社会的弱者に対する福祉のあり方が強調された。高齢者に関しては、「60 歳以上で

十分な収入がないものは、法律の規定に従い政府の支援を受ける権利を有する」（第 54

条）と規定された。この憲法の制定は、タイにおいて高齢化への対応が本格化する契機と

なった。

2） 高齢化に係る国家計画等

　タイ政府は、タイにおいて急速に進む高齢化は社会経済の開発に対して重大な影響をお

よぼすものであり、また十分に検討された政策とプログラムを適切な時期に実施して対処

しなければならないという認識を深めている。現在タイが経験しつつある人口高齢化の進

行速度を考えると、人口構造の変化に対処するために残されている時間は短い。現在まで

にたてられた高齢化問題への対応に係る主な国家計画は２つある。

a）「高齢化に係る第１次国家計画（1982～2001）」～家族によるケアに対するサポート

の欠如

　「高齢化に係る第１次国家計画」は文字どおり高齢者に関する初めての長期計画で

あった。この１次計画では、家族によるケアのみに力点が置かれていた。実際、1980

５ 同憲法は2006年９月19日に発生したクーデター後に停止されている（2006年 10月末現在）。

不安に感じている事柄 合　計
性　別 地　域 年　齢

男 性 女 性 都 市 農 村 60～69歳 70歳以上

問題ない 44.7 43.0 45.6 53.9 41.1 48.0 41.0

病気になった際に面倒を
12.5 14.3 11.6 09.0 13.9 08.5 17.1

見てくれる人がいない

孤　独 25.3 26.0 24.9 26.4 24.8 26.7 23.6

経済的に不安 06.7 05.8 07.1 03.3 08.0 08.5 04.6

日々の生活の面倒を見て
10.7 10.8 10.7 07.1 12.2 08.1 13.7

くれる人がいない

その他 00.1 00.1 00.1 00.3 00.0 00.2 00.0

合　計 100 100 100 100 100 100 100

表－３　一人暮らしの高齢者が不安に思う事柄

データ出所：Thailand’s older Population：Social and Economic Support as Assessed in 2002
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年代から1990年代の20年間は、家族によるケアが高齢化に対応する国家戦略の中心

であるという考え方が広く浸透していた。第１次計画が想定したとおり、現在、長期

的ケア（Long Term Care：LTC）を必要とする高齢者の大部分は、家族や親族による

ケアを受けている。その一方で、第１次計画に欠けていたものは、高齢者を抱える家

族を支援するのに必要な施策であった。

b）「高齢化に係る第２次国家計画（2002 ～ 2021）」～「個人」の備えとそれをサポー

トする「家族」、「コミュニティ」、と「地方行政」、国による仕組みづくりとセクター

間の連携

　2001 年に、高齢化に対応する指針の枠組みとして「高齢化に係る第２次国家計画

（2002 ～ 2021）」が策定された。これが現行の高齢化対策に関する計画である。

　同計画のコア・コンセプトは以下のように要約できる。

・老後の備えは一義的に「個人の責任」であり、「家族」、「コミュニティ」、「地方

行政」６がそれを支援する責任を負う。政府は、政策を立案し高齢者のための社

会的な仕組みを提供し、監督・管理する立場にある。老後への備えが十分にできな

かった恵まれない人々については政府は最後の手段として社会保障を提供する。

・高齢者は家族と一緒に生活しコミュニティの中にとどまることが望ましい。

・高齢者は社会貢献と経験・知識によって社会的に貴重な存在であり、社会の中で

活動的であり続けることが望ましい。

・中央政府、地方自治体、NGO、民間と公的セクターが有機的に連携することは、

効果的かつ包括的な高齢者に関する政策の成功のために不可欠である。

　この第２次計画は以下の５つのSectionから成る実施戦略をあげて、その下に高齢化

にかかわる事柄を幅広く網羅している。

Section 1：老後の備え

・高齢期の所得保障（年金への加入と貯蓄の奨励）

・良い老後を迎えるための啓発

・高齢者の価値と尊厳を重視する社会意識の醸成

Section 2：福祉の増進

・高齢者の病気予防策とセルフケアの普及

・高齢者を支援する団体の連携強化

・高齢者の雇用支援

・高齢者の経験知識を生かしたコミュニティ活動への参加奨励

・マスメディアを活用した高齢者への情報提供

・高齢者の居住環境の整備

６ タイにおける地方自治制度は地方行政と地方自治に分けることができる。地方行政とは、中央省庁及びそれらの県レベル、郡レ

ベルでの出先機関がタイ全国をカバーしているものであり、中央から地方を統治するものである。一方、地方自治は地方行政の

中央－地方統治ラインと並列した地方自治体組織であり、つまりタイにおける地方自治制度は、中央集権的な政府の地方での行

政制度の上に、地方自治体による行政が重なった形で存在している。
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Section 3：社会保障制度の充実

・貧しい高齢者に対する社会福祉の充実

・高齢者向けヘルスケア・システムの質の向上と医療保障制度の活用

・高齢者の家族との同居の奨励と家族によるケアに対する支援

・公共施設や交通機関のバリアフリー化と高齢者向け低料金等の設定

・コミュニティをベースとした高齢者ケア・サービスの構築

・老人医療・介護施設の設置

Section 4：体制・人材の整備

・高齢化対策に向けての体制づくり

・高齢者の保健・社会福祉に携わる人材育成

Section 5：政策・プログラム開発とモニタリング・評価のための調査研究

・統計整備のための調査研究

・政策・プログラム開発、サービスの質向上のための調査研究

・モニタリング・評価のための調査研究

・高齢化にかかわるデータベースの構築

c）「高齢者法“Act on Older Persons B.E. 2546 (2003)”」の 2004 年１月施行

　高齢者法は、「高齢化に係る第２次国家計画」で提案された内容を実施することを目

的としてつくられた。同法の主要な内容は以下のとおりである。

・高齢者にかかわる事柄に対処する国レベルの仕組み： 国家高齢者委員会（The

National Commission on the Elderly：NCE）７。社会開発・人間の安全保障省の

高齢者エンパワーメント部８が事務局。

・高齢者基金（Older Persons’Fund）：3,000 万バーツ（2005 年）、6,000 万バーツ

（2006 年）。基金は管理委員会（Older Persons’Fund Management Board）によっ

て管理され、６種類の目的に合致した事柄に支出される９。

・高齢者が社会福祉サービス並びにその他の公共施設にアクセスする権利の保障：

９省がアクセス確保の担当として指名された 10。

・所得税の控除 11：財務省の担当

７ 同法によってNCEは対外的な活動も含めて高齢者にかかわる事柄を扱う組織のコーディネーターとなるものと規定された。首相

が NCEの議長。社会開発・人間の安全保障省の高齢者エンパワーメント部の部長はNCEのメンバーであるとともに事務局長と

なる。高齢者エンパワーメント部はNCEの事務局であると同時に国全体の高齢者対策を取りまとめる役割も与えられた。
８ 高齢者エンパワーメント部は福祉振興・弱者保護・エンパワーメント局（Office of Welfare Promotion, Protection and Empowerment

of Vulnerable Groups）の下にある。
９ 支援の対象となる６種の目的：①高齢者を対象とした教育、宗教、有益な情報、適切な職業や職業訓練、自己啓発、社会活動へ

の参加、ネットワークづくりや団体の結成、②虐待や違法行為の犠牲となった高齢者、放置された高齢者の支援、③高齢者の家

業に対するローンの提供、④高齢者がかかわる事件や家庭問題解決に関する助言・相談、その他の対応を提供する機関・企業に

対する支援、⑤Older Persons’ Fundの運営に必要な支出、⑥高齢者委員会（NCE）が定めた高齢者の保護やその他の奨励策に対す

る補助。
10 以下の９省。社会開発・人間の安全保障省、運輸通信省、労働省、観光・スポーツ省、教育省、保健省、文化省、内務省、法務省。
11 所得のない高齢な両親を扶養する者は所得税控除の対象となる。また、高齢者基金に寄付又は資産の拠出をした場合は所得税控

除の対象となる。
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d） 第 10 次国家開発計画（2007 ～ 2011）

　第10次国家開発計画（2007～ 2011）はNESDBによって作成された。この第10次

国家開発計画の“Article2：Social Development Strategies”には、高齢者を含む社会

的弱者に対する福祉サービスにかかわる記述があり、サービスの実施においてコミュ

ニティが果たす役割が重要であることを強調している。

3） 政府関係者が共有する戦略的コンセプト

　以上をまとめると、高齢者に対する保健サービスや福祉サービスの提供を担当する社会

開発・人間の安全保障省や保健省の間には、下にあげるような戦略的コンセプトが共有さ

れている。そのベースとなっているのが、「高齢化に係る第２次国家計画」である。

・コミュニティ・ベースの高齢者に対するケア・サービスの重視

・高齢者の社会活動への参加の促進

・セクター間の連携ネットワーク構築（国レベル及び地方レベル）

4） 高齢化対策における主要省庁の役割

　NCEの事務局となっている高齢者エンパワーメント部によれば、高齢化対策における主

要省庁の役割は以下のとおりである。

a） 国家経済社会開発庁（NESDB）

・高齢化対策を含む国全体の経済社会にかかわる各種開発計画の作成

・国家開発５か年計画の作成

b） 社会開発・人間の安全保障省

・高齢化対策を含む、社会福祉政策・計画の作成

・高齢者に対する社会福祉サービスの供給

・高齢者に関する社会調査と政策に関する調査研究

・高齢者に関する社会統計の整備と社会福祉に関する情報の普及

c） 保健省

・高齢化対策を含む保健政策・計画の作成

・高齢者に対する保健サービスの供給と健康状況に関する調査の実施

・高齢者向け保健医療に関する調査研究

・高齢者に関する保健統計の整備と保健医療医療保健に関する情報の普及

d） 労働省

・高齢化対策を含む労働政策・計画の作成

・高齢者向け雇用促進事業の実施、職業訓練の提供、労働者保護

・高齢者に関する労働統計の整備と雇用に関する情報の普及
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e） 財務省

・高齢者とその介護者である子どもの課税控除方法の研究・開発

・労働世代から高齢者への移行時における収入代替としての国民年金計画の調査・開発

5） 実際の事業における取り組み状況

a） 30 バーツ医療保障制度の導入

　2002年４月から、それまでの医療保険制度の対象にならなかった自営業者や農業従事

者等を対象に、30バーツの窓口負担を条件に年間１人平均約1,659バーツ（2006年９月

時点）の医療サービスを受けることができる制度を導入した（低所得者、12歳までの年

少者と 60歳以上の高齢者は 30 バーツ負担を免除）12。また 2006 年 10 月 31 日より、同

制度は廃止され、医療サービスが無料で受けられるようになった。これに伴い、国民１

人当たりの医療制度の予算は2,089バーツ必要になる見込みである。同制度は国民医療

保障局が管轄している。

b） 全国民に対象を広げた年金制度の検討

　タイでは、公務員、軍人、国営企業従業員、民間企業被雇用者については年金の制度

があるが、自営業者や農業従事者等には年金制度がない。2003年にタイ政府はアジア開

発銀行（ADB）の協力の下、国民全体に年金制度を広げるべく、自営業者や農業従事者

等を対象とする年金制度を検討したが、導入にはいたっていない。

c） 貧困高齢者に対する福祉老齢給付金（Monthly Subsistent Allowance）

　低所得高齢者に対する現金給付が1993年より実施されている。1993年当時は、タイ

正月に特別手当として給付され、新年にあわせた臨時的な措置として位置づけられたが、

現在は恒常的に給付が行われている。この制度は、主に貧困層の高齢者に対して月額

300バーツ（1998年までは200バーツ）を福祉老齢給付として支給するものである。2000

年からは支給形態が変更され、四半期ごとに 900 バーツずつまとめて支給している。

2005 年の受給者は約 40万人であり、60歳以上の高齢者（670 万人）のうち６％が対象

となっている。

d） コミュニティ・レベルのケア・システム構築への着手

　社会開発・人間の安全保障省では、パイロット事業として 2002 年よりホームケア・

サービスを実施している。そのパイロットサイトは、全国75県ごとに１つずつ選ばれた

75か所のタンボン（行政村）13である。このホームケア・サービスの担い手となってい

るのが高齢者福祉ボランティア（Voluntary Home Care-givers for Older Persons：HCOP）

である。

12 タイの医療保険制度及び医療関連施策は 2002 年４月以降、自営業者や農業従事者等を対象とする30 バーツ制度、被用者社会保

障制度（Social Security Scheme：SSS）、公務員医療給付制度（Civil Servant Medical Benefit Scheme：CSMBS）の ３ 制度を中心に

構成されている。これら公的な制度に加えて民間保険がある。
13 タンボンは地方行政の末端であり、複数の村を束ねた行政単位のこと。全国に7,225ある。英語では“sub-district”と呼ばれるこ

とも多い。
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　社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部は、HCOP養成を目的とした

人材育成事業を８つのパイロット県で 2004 年に開始した。プロジェクトの目的は、コ

ミュニティが高齢者に対してケアを提供する能力をもつようにすることにあり、そのた

めにHCOPになることを希望する地域住民に対して高齢者ケアに必要な基礎的な実用技

術と知識を習得するための３日間のトレーニングを行っている。2005 年には 3,700 万

バーツの予算がつき、当初の８県に加えて新たに15県が参加している。社会開発・人間

の安全保障省社会福祉部では、同じ研修内容を使って 60 歳以上の高齢者を対象とした

HCOP 養成事業を 2005 年より開始している。

　現在までにトレーニングを受けたHCOPは 3,000名以上である。なお、HCOPには交

通費等の手当として月額 300 バーツが支給される。

e） Healthy Thailand Roadmap (2005-2025)

　“Healthy Thailand”はタイ国民の病気の予防と健康増進のための指標をまとめたもの

であり、保健省から2004年に提案された。この提案は、保健省に限らず国全体のアジェ

ンダとなり、すべての省庁に担当者が置かれている。保健省施設内に半独立の組織とし

て設置されたNational Coordination Office for Healthy Thailand が全体の調整とモニタ

リングを行っている。

　Healthy Thailand は、保健省にとってもアクションプランという性格があり、その基

本的な考え方は、

・コミュニティ（タンボン）レベルでできる予防と健康増進により不必要な通院等に

よる患者・病院双方の負担をできるだけ少なくし、

・そのうえで県レベルで対応すべき事柄を実施し、

・その結果、国全体の健康増進を実現するというものである。

　なお、保健省のなかで高齢者への対応の中心となっているのは、医療サービス局であ

る。高齢者に対する保健医療サービスには、以下の３つの形がある。

・病院におけるサービス

・アウトリーチ・サービス（病院スタッフが院外に定期的に出張するサービス）

・ヴィレッジ・ケア・サービス〔ヘルスケア・ボランティア14 とプライマリ・ケア・

ユニット（Primary Care Unit：PCU）15 による予防と健康増進を中心としたコミュ

ニティ（タンボン）レベルの保健サービス〕16

14 ヘルスケア・ボランティアは保健省から指名された村の健康相談員のこと。保健省が聴き取り調査によって村の中で健康問題の

相談を受けることがもともと多い人を特定し、ヘルスケア・ボランティアへの就任を依頼する。
15 プライマリ・ケア・ユニット（Primary Care Unit：PCU）はタンボン（行政村）ごとに設置された保健所。2003年の行政改革ま

では Health Center という名称だった。
16 コミュニティ（タンボン）レベルの高齢者向け健康増進事業の一例として、コミュニティの高齢者クラブをベースとした高齢者

向け体操の普及事業がある。この体操普及は、体操をすることによる健康増進はもとより、高齢者が集まって体操をすることに

よって相互に交流・健康状態の確認をする機会を増やすというねらいがある。また、体操普及活動の受け皿となっている「高齢

者クラブ」は、その他の予防・健康増進を普及させる際のプラットフォーム（受け皿）にもなっている。
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f） 高齢者の雇用促進

　労働省は「高齢者の雇用促進（Employment Promotion for Aged）」及び「高齢者の特

別雇用サービス（Special Employment Service for the Aged）」の２つのプロジェクトを

実施している。

　前者は、高齢者の知識向上及び職業訓練の促進、所得の創出及び家族の重責の軽減を

目的に2005年度より実施している。具体的な内容は、カウンセリング・教育指導・料理

等の実技練習・職業能力研修で、１年目には184グループ、約4,300名を対象に行った。

後者は、全国85か所の雇用センターに各５名、最大約400名の高齢者雇用枠があり、雇

用事務所が高齢者を雇うという制度である。

（3）高齢化問題に対する他ドナーの協力状況

　主な他ドナーの協力状況は、表－４にあげるとおりである。

２．タイの抱える課題と政府による課題解決の方向性

（1）課　題

1） 家族は将来的には十分なケアを供給することができない

　タイにおいて家族の絆は重視され、子どもが高齢な両親の面倒をみるという意識は依然

として強く、またよく見られるパターンではあるものの、将来的にはこれは維持されなく

なるであろうと考えられている。タイ社会が経験している核家族化、雇用を求める労働力

の都市部への流出、女性の労働市場への進出、といった現象はすべて高齢者のケアが必要に

なったときに家庭ベースでそれに対応し得る人手が少なくなりつつあることを示している。

プロジェクト名

Financial Markets Reform

Program

Health Management and

Financing Study

Pension System Design

Publishing an English

Version of the Second

National Plan for Older

Persons

表－４　高齢化問題に対する他ドナーの協力状況

期　間

1997

～ 2000

1998

～ 1999

2003

2002

主な内容

金融市場改革のプロジェクトの一環として年

金及びプロビデントファンドに関する研究を

含めた技術協力が行われた。

農村地域と都市部の医療スタッフの配置不均

衡を是正するための調査、レファラルシステ

ムの機能を改善するための調査、SSPL（社会

セクタープログラムローン）案件で病院の独

立行政法人化が進められたパイロット医療機

関への技術的な支援、異なる医療制度間の支

払方式についての研究

年金システム改革の構想・実施における、法

と財政管理改革に関する政府援助

「高齢者に係る第２次国家計画」の英訳と出

版費用を負担

ドナー名

ADB

（アジア開発銀行）

ADB

（アジア開発銀行）

ADB

（アジア開発銀行）

AusAID

（オーストラリア

国際開発庁）
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2） 公的なケアサービスの供給は需要に対して不十分

　現在のタイ政府の財政支出の方針をみると、公的なケア施設は徐々に増設されてはいる

ものの、着実に拡大する需要に対して応えるには不十分である。社会開発・人間の安全保

障省が管轄する公的老人ホーム施設である“Home for Older Persons”への入所希望者リ

ストは、既に膨大な長さになりつつある。社会開発・福祉局のデータによれば、公的施設

で介護サービスを受けているのは全国で 2,860 名（2004 年）である。またその一方で、現

状では本格的な在宅ケアのシステムは存在しない。したがって、介護を必要とする大部分

の高齢者は、コミュニティの中で十分なケアを受けられない状況に置かれていると考えら

れる。

3） 全国民を対象とする社会保障制度の導入は機が熟していない

　タイは、既に年金、医療保険制度が存在する被用者層以外の、自営業者や農業従事者等

を対象とした社会保障制度の導入を検討してきた。このうち、医療については「30バーツ

制度」によって、全国民に対する医療保障が実現されたが、公的年金等については実現に

至っていない。民間事業者の被用者を対象とする年金制度も 1998 年に開始されたばかり

であり、まだ年金支給の実績はない。年金制度は徐々に整備され始めてはいるものの、全

国民を対象とした制度導入の具体的な検討はまだなされていない。

（2）課題解決の方向性

　「１．タイにおける高齢化問題（2）タイ政府の取り組み 3）政府関係者が共有する戦略的コ

ンセプト」の中であげた３つの戦略を念頭に置いてタイ政府の考える課題解決の方向性をま

とめると、以下の３点になる。

1） コミュニティ・ベースの高齢者に対するケア・サービスの重視

　今後、高齢者のなかで介護サービスを必要とする人数は更に増加することとなる。し

かしながら、介護が必要な高齢者を受け入れるのに十分な公的施設を増設する予算を確

保することは難しい。また、高齢者自身も、住み慣れたコミュニティでの生活を望んで

いる。このような状況下で、当面の政策の方向としてタイ政府が重視しているのは、い

かにしてコミュニティにおける在宅ケアをサポートし、そのことによって公的な施設に

入ることが必要となる人数を最小限に抑えることができるかということである。

　そのサポート強化の要として想定されているのが、地域に既にあるPCU、県レベルの

社会福祉事務所17、高齢者福祉センター18の活動の連携を深めて最大限効果的に活用す

ることと、地域住民による福祉ボランティア活動を更に広げつつ能力の向上を図ること

である。

17“Provincial Office of Social Development and Human Security”のこと。全国75県ごとに設置された社会開発・人間の安全保障省の

出先機関。各県で１つのタンボンを対象にパイロットとして実施されているホームケア・サービスの実施主体。
18“Welfare Development Center for Older Persons”のこと。2003年の行政改革以前に“Home for Older Persons”と呼ばれていた老人

ホーム及び“Social Service Centers for Older Persons”と呼ばれる社会福祉サービスを提供している施設がを総合的な老人福祉施

設にするべく改組したもの。2006年 10月現在で全国に12か所（うち４か所は開設準備中）ある。
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2） 高齢者の社会活動への参加の促進

　タイ政府は、すべての高齢者を保護の対象とするのではなく、元気な高齢者について

は、就業機会を得たり、地域活動の一員としてボランティア活動に加わる等、社会参加

を促すことをめざしている。社会参加を続けることは、要介護高齢者になるのを予防す

る効果もある。

3） セクター間の連携ネットワーク構築（国レベル及び地方レベル）

　上記のようなコミュニティ重視の福祉サービスを実現するうえで、国レベル及び地方

行政・自治体レベルのセクター間連携を強化することは不可欠であり、関係機関・組織

のネットワーク構築をめざしている。

３．JICAの過去の高齢化分野での協力状況

（1）他国における協力事例

1） チリ国高齢者福祉行政プロジェクト（2004.10 ～ 2007.9）

　ラテンアメリカ諸国第三の高齢化国であるチリ共和国（以下、「チリ」と記す）では、今

後も増加傾向にある高齢者の介護、健康づくり事業、福祉サービスの実施が重要な課題と

なっており、本プロジェクトでは、高齢者福祉の進んだ我が国の高齢者福祉計画全般を紹

介することにより、チリの高齢者福祉行政能力を向上させることを目標としている。本プ

ロジェクトを通じ、チリは、日本での研修への参加や我が国が派遣する専門家の協力を得

て、①高齢者総合相談窓口の設置、②健康づくり事業計画の策定、③中央と地方の連携シ

ステムの構築を実施中である。

2） 中国農村部社会養老保険制度の刷新と管理の規範化に関する研究開発調査（2006 ～

2008）

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では、企業労働者を対象とした年金制度の整備

が 1950 年代から整備され、適用対象が徐々に拡大されてきたが、農村部は対象から外さ

れ、1980年代後半から一部の豊かな農村を対象とした年金制度がようやく開始された。し

かし、現在の農村社会養老保険制度は、ほとんどすべての保険料が個人負担であり、共済

機能が弱い、給付水準が低い、基金の管理水準が低い等の問題があり、加入者が減少して

いる。そのため、比較的貧困な農民を含めた、全国的に普及可能で安定的運営が可能な農

村社会養老保険制度の整備や、その普及のための支援が、人材育成や普及啓発の実施等を

通じてなされている。

（2）タイで実施した各種調査・社会保障制度関連協力

1） タイ国公的医療保険情報制度構築支援プロジェクト（2003.7 ～ 2006.7）

　タイ政府は過去 10 年にわたり保健改革を実施しており、その一環として医療財源の確

保・医療保障制度の確立を試みてきた。2002年には国民の３分の２にあたる約4,000万人

をカバーする医療保障制度である 30 バーツ制度を創設し、従来医療保険に加入していな

い、あるいは加入できなかった国民も低い自己負担で医療を受けることが可能になった。

当プロジェクトは国民医療保障局が、新しい医療保障事務システムをタイ全県に普及させ



－ 41 －

るための行政管理能力、及びシステム開発に関するマネジメント能力の向上を以下の活動

を通じ支援した。

①　医療保障事務システム構築に必要な知識・情報の蓄積

②　加入者情報登録に関するパイロットシステムの構築

③　全国に普及するための医療保障事務システムの改善案の検討

　また、高齢化対策にかかわる研修として、高齢者介護研修、高齢化社会セミナーがこれ

まで集団研修として実施されてきた。また現在実施中のアジア諸国高級事務レベル社会福

祉行政研修においても高齢化にかかわる部分を取り上げている。日系人を対象とする日系

個別研修では、高齢者介護、高齢者福祉といった研修がなされている。

４．JICAの協力アプローチ

（1）短期的アプローチ～『３つの戦略的コンセプト』と『５つの実施戦略』に基づくプライオ

リティづけ

　「１．タイにおける高齢化問題（2）タイ政府の取り組み 3）政府関係者が共有する戦略的コ

ンセプト」で述べたとおり、以下の３つの戦略的コンセプトはタイの高齢化にかかわる省庁

間では課題解決に向けた方向性として共有されている。

・コミュニティ・ベースの高齢者に対するケア・サービスの重視

・高齢者の社会活動への参加の促進

・セクター間の協力ネットワーク構築（国レベル及び地方レベル）

　さらに、高齢化にかかわる現行の国家計画である「高齢化に係る第２次国家計画」のなか

に、以下にあげる５つの実施戦略が示されている。これらの５項目をより多く含んでいる活

動は、現行の国家計画とより密接なリンクがあるものと考えられよう。

・老後の備え

・福祉の増進

・社会保障制度の充実

・体制・人材の整備

・政策・プログラム開発とモニタリング・評価のための調査研究

　したがって、日本がタイの高齢化対策に協力する場合、プライオリティを置くべき事業

は、①３つの戦略コンセプトに関連性が深いもの、とりわけコミュニティ・ベースの強化に

つながる事業、②５つの実施戦略とのリンクが明確な事業、と考えられる。

（2）長期的アプローチ

　高齢化は社会・経済のあらゆる面に影響を及ぼすものであり、その対策も国家開発計画、

財政、保健医療、社会福祉、労働・雇用等の側面をカバーした包括的なものである必要があ

る。１．（2）で見たように、タイ政府は高齢化に関する国家戦略を策定し実施に移すととも

に、国家高齢者委員会（NCE）を設立し、関連各セクターにおける施策の進捗状況を把握し

必要な調整を行うメカニズムを一応確立している。
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　現在のタイ政府の高齢化対策の根底にあるのは、高齢者の「個人責任」を基本に据え、そ

れを支援するものとしての「家族」、「コミュニティ」の役割を強調するものである。しかし、

今後も予想される平均寿命の伸張に伴う要介護高齢者の増大、核家族化、女性の社会進出、

農村から都市への若年労働力の移動等を考えると、家族やコミュニティの役割や負担にも限

度があり、公的年金制度の構築を含む国によるより積極的な社会保障制度の拡充が早晩必要

になる可能性が高い。

　日本の協力においても、NCE の事務局である社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパ

ワーメント部をはじめとする関係省庁の政策担当者の参加を得て、我が国における高齢化対

策の全容と知見を紹介するとともに、タイの高齢化対策全体についてレビューする場を提供

することが望ましい。

５．我が国の援助政策との整合性と日本の比較優位

（1） 対タイ経済協力計画との整合性

　対タイ経済協力計画において、高齢化問題は同国の優先開発課題のひとつとして取り上げ

られ、また協力すべき分野のひとつとして取り上げられている。

　課題認識としては、以下の言及がある。

　『都市への人口流入や少子化 が進み、一定の発展段階に達したがゆえの社会構造の変化が

生じている。2010年までには高齢化社会 へ突入するとの予測もあり 、これら社会構造の

変化を反映した「中進国型」問題に直面しつつある』

　対タイ協力の方向性においては、「（c）共に考え、共に取り組む」課題のひとつとしての言

及がある。

　『タイが現在直面し、又は今後直面するだろう問題として、少子高齢化等の社会問題のよ

うに、我が国においても、多くの先行的試みや経験を有していながら、依然として完全に

は解決を見ていないものも存在する。これらに関するタイとの協力経験の積み重ねは、日

本の取り組みにも示唆を与える可能性がある。一定の発展段階に達したタイだからこそ、

共に考え、共に取り組む姿勢が、両国にとって実りあるものとなろう』

　さらに、少子高齢化問題は、技術協力の分野として、「タイの発展段階に照らして取り組む

べき協力分野（中進国型協力分野）」のなかで「社会の成熟化に伴う問題への対応」として協

力すべき分野のひとつとして取り上げられており、以下のような記述がある。

　『今後タイは、発展に伴う社会構造の変化に直面し、少子高齢化問題が深刻化してゆくこ

とが予想される。また、経済成長を続ける一方で、中進国としてより積極的な環境管理の

取り組み等も必要になると考えられる。これら社会の成熟化に備えた制度整備及びこれに

関連した人材育成に対し、協力を行う。これらの協力により、アジアでも今後深刻化する

社会問題を共に考え、地域におけるセーフティーネット構築に資することが期待される』

（2）日本の比較優位

　日本は、先進諸国のなかでも特に急速な高齢化を経験し、これに対処するためにこれまで

様々な対策を講じてきた。こうした経験を通じて蓄積して来た多くのノウハウは、同様に急

速な高齢化を迎えつつあるタイにとって、大いに参考になると考えられる。
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　タイが重視する３つの戦略的コンセプトに関する日本のノウハウとしては、具体的には以

下のようなものがある。

1） コミュニティ・ベースの高齢者に対するケア・サービスの重視

　近年の日本における保健・福祉分野の施策をみると、在宅医療・在宅福祉サービスの

重視と健康づくり・介護予防の推進という方向性が強調されていることが分かる。これ

らの実施においては、地域のフォーマル又はインフォーマルなかかわりが不可欠であり、

こうした施策によって保健福祉に要する費用を極力低く抑制することが可能となると同

時に、高齢者自身の生活の質（Quality of Life）の向上に資するものである。こうした

取り組みは、正にタイがめざしているコミュニティ・ベースの高齢者に対するケア・

サービスの重視という方向性と軌を一にするものである。

2） 高齢者の社会活動への参加の促進

　高齢者の社会参加を促す施策には、前述のような健康づくりや介護予防のための施策

のなかで行う方法のほか、高齢者を積極的に労働市場に取り込んでいくという方法がある。

　日本においては、シルバー人材センターによる高齢者の活用のほか、定年の廃止や引

き上げ、企業による継続雇用の促進に関する法的枠組みを整備することにより、働く意

欲と能力のある高齢者の雇用確保のための施策を推進しており、高齢者雇用を進めよう

としているタイにとっても、良い参考になると考えられる。

3） セクター間の連携ネットワークの構築（国レベル及び地方レベル）

　日本においては、高齢化対策全体の総合調整は内閣府が担っているものの、今回の要

請に関係の深い高齢者に対する保健・福祉施策や雇用政策は、タイと異なり、厚生労働

省に一元化されている。

　また、国と地方の関係を見ても、概して、制度の企画立案及び指導（ガイダンス）を

担う国と、実施を担う地方というように明確に役割分担と連携があり、財政的にも法令

や予算に基づき両者が重層的に支え合う仕組みとしているものが多い。

　さらに、地方における実際の事業実施の場面を見ると、地方自治体及びそれに設置さ

れた福祉事務所や保健所といった行政機関のほか、伝統的に地域住民の福祉を担ってき

た社会福祉協議会や社会福祉法人、近年急速な増加を見せているNGOや民間事業者、医

療提供の役割を担う病院や診療所などが、地域包括支援センターのようなケアマネジメ

ント機関等を通じて、有機的に連携している。また、最近では、「福祉から就労へ」の流

れのなかで、福祉事務所や福祉施設とハローワークとの連携も強力に推し進められている。

　当然、日本の枠組みをそのままタイに適用することはできないが、将来的な省庁間の

役割や、国、県（プロビンス）、タンボンの役割を考えるうえで、参考になるものと思わ

れる。

4） アジア地域における社会保障分野に関する日本の役割

　ASEAN＋３（中国・韓国・日本）といったアジア諸国と日本との協同の枠組みのな

かで、2004年 12月には社会福祉大臣会合、2005年９月には「高齢者のケアと社会」を
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テーマとした社会保障シンポジウムを、日本とタイのリーダーシップの下に開催してき

ており、今回の高齢化対策に関するタイ政府の協力要望は、非常に時宜を得たものであ

るといえる。

　また、高齢化対策の必要性は、今後他のASEAN諸国においても経済発展とともに高

まっていくことが予測され、今回のタイ政府への協力は、アジア地域における社会保障

分野に関する協力のひとつのモデルケースとなり得るものである。

６．協力内容（暫定案）

（1）要請案件の評価

　４．に示した「JICAの協力アプローチ」に従い、タイ政府から要請されている高齢化対策

関連の９案件19 のうち６案件について、３つの戦略的コンセプト及び「高齢者に係る第２次

国家計画」における５つの実施戦略との関連、案件の評価をまとめた結果が表－５である。

コミュニティ・ベースの高齢者 ● ●
に対するケア重視

高齢者の社会活動への参加の促進 ● ●

セクター間の協力ネットワーク ● ●
構築（国及び地方レベル）

老後の備え ●

福祉の増進 ● ● ● ● ●

社会保障制度の充実 ● ● ●

体制・人材の整備 ● ● ● ● ● ●

政策・プログラム開発とモニタ ● ● ● ● ● ●
リング・評価のための調査研究

案件の評価 △ △ ○ ○ ○ ○

表－５　要請案件とタイの高齢化対策関連戦略との対応関係、案件の評価

案件名
高齢化社会
政策

慢性病対策
研修

コミュニティ
健康・社会
サービスモデ
ル形成

老人病セン
ターの能力向
上

在宅ケア・グ
ループホーム
サービスガイ
ドライン開発

求職者・高齢
者の雇用促進

戦略的コンセプト

高齢者に係る第２次国家計画（2002～ 2021）５つの実施戦略

凡例：●　戦略コンセプト／高齢者に係る第２次国家計画の項目に該当
　　　○　優先的に実施すべき　
　　　△　予算に余裕があれば実施を検討

保健省
社会開発・人間の安全保障省 労働省

国民医療保障局
要請機関

19 ９案件は①老人病センターの能力向上、②高齢者介護に対するモデル事業の形成、③慢性病対策、④コミュニティにおける高齢

者向け健康・社会サービスモデル事業の形成、⑤高齢者に対する保障の強化、⑥高齢者のための在宅ケア・グループホームサー

ビス提供ガイドライン開発、⑦高齢化社会政策、⑧求職者・高齢者の雇用促進、⑨コミュニティベースによる高齢者向けサービ

ス強化。このうち、②は④に統合され、⑤と⑨については要請が取り下げられた。したがって、検討の対象となるのは残る６案

件である。
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　また、これら６案件による成果を、①政策立案能力の強化、②実施体制（仕組み）づくり、

③サービスの質の向上（ツールの開発を含む）の３つに大まかに整理したのが表－６である。

（2）各案件のねらいと実施にあたっての留意事項

1） 優先的に実施すべき案件

①　高齢化社会政策

ねらい：関係省庁の政策策定実務者に対して有識者による講義や日本の高齢化対策の

　　　　紹介を行い、人口動態やマクロの社会経済政策の視点から、タイの高齢化の現

　　　　状と取り組みを共同で評価分析し、その結果を更なる戦略の策定にフィード

　　　　バックする。

留意事項：・要請元である社会開発・人間の安全保障省のみならず、幅広い省庁の参加

　　　　　　を得る。

　　　　　・リソース人材は日・タイに限らず、第三国の有識者を含め、高齢化に関し

　　　　　　多角的な視点から考察できるプログラムをめざす。

　　　　　・本協力プログラムの方向性確認及び評価をあわせて行う。

②　コミュニティにおける高齢者向け健康・社会サービスモデル事業の形成

ねらい：社会開発・人間の安全保障省及び保健省等の政府機関がコミュニティにおい

　　　　て提供してきたサービスに加え、地方自治体やボランティアの協力も得て、

　　　　関係機関が有機的に連携し、コミュニティにおける高齢者向けの包括的な保健

　　　　医療・介護・福祉サービスの提供モデルを構築する。

留意事項：・関係機関の事業の有機的連携を確保する実効的な調整体制を構築する。

　　　　　・モデルの構築に積極的で実施能力のあるコミュニティを選定する。

　　　　　・下記③のプロジェクトの取り込みを検討する。

③　高齢者のための在宅ケア・グループホームサービス提供ガイドライン開発

ねらい：社会開発・人間の安全保障省が従来から提供してきた施設型の福祉サービス

　　　　に加え、コミュニティのボランティアを活用した在宅ケア及び高齢者グループ

　　　　の形成・支援のためのガイドラインを策定し、パイロットプロジェクトを実施

要請案件（要請元）

・高齢化社会政策（社会開発・人間の安全保障省）
・慢性病対策研修（保健省国民医療保障局）

・コミュニティ健康・社会サービスモデル形成
　（社会開発・人間の安全保障省、保健省）

・求職者・高齢者の雇用促進（労働省）

・在宅ケア・グループホームサービスガイドライン開発
　（社会開発・人間の安全保障省）
・老人病センターの能力向上（保健省）

表－６　成果カテゴリーと６案件

成果カテゴリー

政策立案能力の強化

実施体制（仕組み）づくり

サービスの質の向上

（ツールの開発を含む）
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７．留意事項

（1）タイ政府機関が今後着手しようとしているプロジェクトは、高齢者福祉サービスの担い手

としてのコミュニティを重視し、セクター間の連携により包括的な福祉サービスの提供をめ

ざすものである。しかしながら、以下にあげるような課題がある。

①　地方行政・自治体のキャパシティの向上

　現状では福祉サービスの提供という点に関して地方行政・自治体レベルの認識は必ず

しも十分とはいえない。その一方で、制度としては、基礎的な公共サービスの供給は地

方行政・自治体が担当することになっており、効率的かつ包括的な福祉サービスを提供

するうえで、地方行政・自治体の役割がより重要となる。地方行政・自治体の更なる能

力向上が望まれる。

②　セクター間の明確かつ機能的な調整体制の確立

　セクター間のネットワークづくりが重要であることはタイ政府関係機関の間では共通

の理解となっている。しかしながら、政策の実施段階での調整と連絡という点では、異

なる省庁間はもとより、同じ省の部局間でも不十分な場合が散見される。明確かつ機能

的な調整体制づくりが不可欠である。

（2）日本自身が高齢化対策において多くの課題をいまだ抱えており、本協力プログラムの実施

を通じ、タイの経験から参考にすべき点が多々あると思われる。時期や段階こそ違うものの

同種の課題に直面している両国が相互の取り組みを学びあう姿勢が必要である。
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３．協議記録（会議録）

議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　案件の要請に至った理由として、この省は2002年の省庁改変のときに新しくつ

くられ、職員のほとんどは別の省庁から集められた人たちであることから、高齢化

に対する十分な知識は持ち合わせておらず、その職員の能力を向上させることが重

要な課題となっている。

２．タクシン政権交代後の政策の変更について

　副首相・新大臣についても、高齢化政策について非常に関心が高く、政策の変更

はなく、これまでの政策が今後も続くと考えている。

３．第２次国家計画のアクションプランについて

　省がつくられたのが2002年であり、当初の５年についてアクションプランはつ

くられていない。今後第２次国家計画を基に作成をしたいと考えている。今年度の

オペレーショナルプランはタイ語でのみ作成されている（後日入手予定）。新政権

により、このオペレーショナルプランは10月27日までに提出することが求められ

ているが、高齢化政策について計画の変更はないと考えている。

４．高齢者に対する保障の強化（要請）について

　この案件は、昨年度女性・家族開発支援室が要請をしたものであるが、同室は高

齢者についての責任を有していないことから、先に進めることができない要請であ

り引き下げることとしたい。

５．高齢化社会政策（要請）について

　社会開発・人間の安全保障省のスタッフは、日本のあるセミナーから高齢者問題

について学び非常に有益であった。今回は職員に対し、高齢者エンパワーメント部

がかかわる業務に特化した内容について学ばせたいと考えている。高齢化に伴い、

様々な面での問題を抱えることが予見され、これらの政策にかかわる部分につい

て、日本の経験から学ぶことは意義があると考える。他省庁からのステークホル

ダーを研修に参加させることについて考慮はするが、可能であれば自分たちの業務

に特化した内容で実施をお願いしたいと考えている。研修で学んだ内容について、

他省庁にプレゼンをし、情報を共有することについては基礎的な内容であれば可能

であると考える。

高齢化要請案件についてのヒアリング

2006年 10月 18日（水）11:00～ 12:30

JICAタイ事務所内会議室

社会開発・人間の安全保障省：Ms.Siriwan他２名
JICAタイ事務所：小川次長、木下企画調査員

報告事項
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６．合同要請について

　この案件は元来、上記の高齢者に対する保障の強化を提出した女性・家族開発支

援室が要請したものと保健省の要請が合わさったものであるが、この案件について

社会開発・人間の安全保障省は高齢者エンパワーメント部が引き継いでいる。この

要請では、保健と福祉は分離することが難しいという理解の下なされており、地方

病院や市民社会といった地方機関をまとめ効果的な高齢者ケアを実施することを目

的としている。特に地域機関が高齢化対策の実施に主体的に取り組むことを期待し

ている。パイロットサイトとして４地域（北部、東北部、中部、南部）での実施を

考えている。地方での実施においては社会開発・人間の安全保障省と保健省それぞ

れの地域オフィスが連携しながら実施に携わることになる。これまでのところ、他

省庁との協同事業の経験はないが、高齢化問題は様々な省にまたがる問題であり、

ナショナルコミッションが３か月に１度の頻度で会議を実施している。この案件は

高齢者にとって有益だと考えることができ、予算は保健省が主に負担することを考

えているが、社会開発・人間の安全保障省の管轄部分については同省が負担をする

ことを考えている。

７．協力先に日本を選んだ理由

　日本は既に高齢化社会に突入しており、様々な経験を有していることから、今後

同様の問題を抱えるタイにとって学ぶところが多い。また、この問題に日本ととも

に取り組んでいくことでお互いに学びあい情報を共有していくことが重要であると

考える。

８．質問表回答について

　アジア一部へ FAX送信済み。

〈基礎情報〉

・職員数：社会開発・人間の安全保障省＝職員 7,000 名、高齢者エンパワーメント

部＝職員 40 名

・第１次国家計画は内務省大臣の名前の下でつくられているが、第２次国家計

画は首相の名前で発布されている。第２次は高齢化社会への準備という点が強調

されている。

・2002 年よりホームケアボランティアというパイロットプロジェクトを現在

75 県で実施している。１県で１村を対象に、良いものであれば自然にそこから

広がりを見せることを主眼に置いている。その実施においては、ローカルアドミ

ニストレーションや村のリーダー、市民社会が参加している。また2005年より

コミュニティブレインバンクという高齢者の知恵や経験を集め次世代に伝えてい

くプロジェクトを８県（中央、東北、北部、南部各２か所）にて実施している。

調査団は11月２日にコンケーン訪問を予定しており、その際に上記いずれかの

パイロットプロジェクトについても訪問の可否につき照会中。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　第10次国家開発計画は国王からの承認を受けるという最終段階にあり、そのな

かの重要課題として高齢化対策が取り上げられている。その高齢化を扱ったセク

ションはNESDBのQuality of Life and Social Development Officeが作成したもの。

戦略には以下の２つの柱がある。

　－高齢社会に突入する前に労働生産性を向上する

　－高齢者に対するケアはコミュニティ中心で受け止める

　専門家の派遣を要請したのは、第２点の高齢者に対するケアはコミュニティ中心

で受け止めるためのモデル／ガイドライン（Model to Empower Senior Citizens）作

成に対して助言を得るためであった。モデルは、以下の３タイプ別につくる。

　－活動的な高齢者

　－潜在力はあるが地域と交流する機会のない高齢者

　－障害をもつ高齢者

　このガイドラインづくりは既に進行中で、2007年３月末を期限としている。こ

の件について 10月には専門家が派遣されると期待していた。

２．要請案件に関する相互の理解の確認

　本要請案件の専門家を今年10月に派遣するということについてはNESDB側に

誤解があったものと思われ、本要請案件についての専門家の派遣は決定されていな

いこと、また、本要請に応える形でNESDB側が想定する３月末までに新規に専門

家を派遣することは難しいことにつき説明しNESDBの理解を得た。

３．NESDBの要望について

　本要請に応える形で2006年３月末までに専門家を派遣してもらうことは難しい

ということは理解する一方、来年４月以降であっても、NESDBによる国レベルの

ガイドラインの改訂につき日本人専門家からの助言がほしいという要望が示された。

高齢化要請案件（Strengthening the Provision of Community-based Social Services for Older
Persons）についてのヒアリング

2006年 10月 24日（火）11:00～ 12:30

国家経済社会開発庁（NESDB）

NESDB：PARANEE WATANA (Director, Quality of Life and Social Development Office)、
SUWANEE KHAMMAN (Senior Advisor in Policy and Plan) 他４名
JICAタイ事務所：木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項
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４．他省からの要請案件との連携について

　当方から、保健省と社会開発・人間の安全保障省から合同で要請されている「コ

ミュニティにおける高齢者向け健康・社会福祉サービスモデル形成」が似通った考

え方に基づいており、NESDBのモデル／ガイドラインづくりとの関連性について

質問した。NESDB の返答は以下のとおり。

　NESDBは合同要請案件の詳細を承知していないが、考え方は10次計画を踏襲し

ているので良い方向だと考えている。NESDBとしては、この合同案件の成果を全

国レベルのガイドラインという形にフィードバックさせたい。そのためには、

NESDBも Joint Consultation Committee (JCC)メンバーとして参加する、あるいは

タイ側のWorking Group 等に参加する仕組みがあればよい（保健省との調整の必

要あり）。そして、合同案件に参加する日本人専門家からアドホック・ベースで国

レベルのモデルへのフィードバックのしかたについてアドバイスがもらえれば、

NESDBが要請した案件の目的は相当程度達成できると考える。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　本要請案件は第２次高齢化マスタープランのなかに示された重点項目を実現する

ものである。

　－地方レベルでの行政ネットワークの構築

　－高齢者をサポートする組織間の協力体制の構築

　また、保健省のアクションプランのなかでは以下の原則を実現するものである。

　－実施はエリアベースであること

　－全セクターとの連携を図ること

　－ラーニング・プロセスであること

　－コミュニティ・アプローチであること

２．要請案件の実施体制について

　本要請案件は保健省と社会開発・人間の安全保障省の合同プロジェクトになって

いるが、めざすところは、地方・コミュニティレベルで高齢者対策のネットワーク

をつくることにある。良いモデルができれば、県が実施主体となり全国に普及する

ことを想定している。

　パイロットサイトはチェンライ、ノンタブリ、コンケーン、スラタニの４県を想

定している。また保健省レベルでのサポート体制は４つの局（医療サービス局、ヘ

ルス局、メンタルヘルス局、ヘルスサービス局）がそれぞれ１県ずつ分担してあた

ることを考えている。本件の実施が本格的に決まれば、他の省庁（内務省、労働

省、NESDB）とも連携する体制をつくるようにしたい。

　また、県レベルの実施体制は、Community Hospitals、Primary Care Units、Village

Health Volunteers（以上保健省）、Home Care and Visit Volunteers（社会開発・人

間の安全保障省）、Senior Citizen’s Club等を想定している。また、県レベルの実施

委員会の長は、県知事にお願いするのがいいと考えている。

３．本件の特徴について

　本要請案件は、合同プロジェクトであることに加え、保健省内の局が相互に協力

して実施する、初めての『オール保健省プロジェクト』といってもよい。また、地

方レベルの政策実施ネットワーク構築というのは、最近の地方分権化の方向と一致

している。保健省内にこのようなプロジェクトの機運が高まったのは初めてのこと

である。その原動力としてはナロンサック次官補のリーダーシップが大きく影響し

ている。

高齢化要請案件（The Project for Development of a Community Based Integrated Health
Care and Social Welfare Services）についてのヒアリング

日時 2006年 10月 24日（火）13:30～ 15:00

場所 JICAタイ事務所

保健省及び社会開発・人間の安全保障省（10名）
日本大使館：小野一等書記
JICAタイ事務所：小川次長、木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項
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４．予算について

　本件のタイ側の予算についてはまだ未確定である。今年度の予算としては計上し

ておらず当面確保できているのは、人員と通常の経費予算のみである。また予算に

ついて同じバスケットに各省の予算を混ぜることは不可能である。開発予算分につ

いてはNESDBに申請している。また、将来、県が実施主体として継続的な高齢化

対策を進めるためには、現状の地方財政の仕組みでは全く不十分となる。予算や具

体的な連携については、本団員の訪問時にも再度話し合うこととしたい。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　全国に２か所（ノンタブリ県とチョンブリ県）ある Medical Services Center で

高齢者向けの生活習慣病予防の一環として「食生活改善モデル」について調査研究

している。本要請案件は、この調査研究に対して日本の専門家（栄養学）の助言を

もらうということが目的である。

　高齢者医療は、高齢化への準備、リハビリ、食生活改善の３本の柱がある。特

に、生活習慣病については適度な運動と食生活改善が大事。あまり体を動かすこと

ができなくなった高齢者については、食生活改善の重要度が高い。

２．日本に要請する理由

　日本の食生活はバランスが良く、日本の長寿の理由のひとつとされている。さら

に、日本食はタイの食事と共通点が多く、日本の食生活の良いところを取り入れる

のは西洋諸国から取り入れるよりずっとやりやすいと考えられる。

　日本の経験と知識を生かせば、タイに適した高齢者向けの食生活改善モデルをつ

くることができる。

３．他案件との関連等ついて

　当方より、本要請案件は比較的狭いトピック範囲の研究のみに絞ったものである

のに対して、他の保健省の要請案件は高齢化対策を確立するための新しい制度づく

りをめざしている。テーマの重要性や緊急性を比較すると、研究のみに絞った協力

は実現が難しい可能性が高い旨説明した。

　これに対し、合同案件のなかでコミュニティのニーズアセスメントして、その結

果に食生活改善があがってくるようであれば、食生活改善をコンポーネントの１つ

とするのはどうかとの考えが示された。

　当方は、食生活改善の「研究」と「普及」のうち、「普及」については合同案件

のコミュニティ事業の一例となる可能性があるが、「研究」については性格が違う

ように思うとの見解を述べた。

高齢化要請案件（Technical Cooperation for Geriatric Center Development）についての
ヒアリング

2006年 10月 24日（火）15:00～ 16:00

JICAタイ事務所

Department of Medical Services（２名）
JICAタイ事務所：木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　2000年に「30バーツ政策」によって全国民をカバーする医療政策を立ち上げた

が、医療コストの増大により、財政が圧迫される事態となりつつある。特に、慢性

病治療のコストは大きく、高齢化が進むにつれ、更にコストが増大する可能性が高

い。そこで西欧諸国の先行事例を参考にして慢性病予防（Disease Management）の

導入が検討されたが、タイの現状にはマッチしないことが明らかとなった。食生活

や文化的な相似点が多くある日本の事例を参考にしたいと考えた。

２．要請内容について

　35名（NHSO職員、保健省の医療従事者）を日本に派遣し、慢性病患者の増加

に伴う財政負担への対処（政策・マネージメント）に関する研修を行う。

３．他機関との連携について

　多くの職員は保健省出身であり、保健省と密接に協力をしたいと考えている。

４．協力先に日本を選んだ理由

　日本は高齢化社会について様々な経験を有しており、今後同様の問題を抱えるタ

イにとって学ぶところが多い。また、同じアジアの国ということで考え方や文化的

な共通点があり、他の先進国よりも考え方を理解しやすく、また応用もしやすいと

考えた。

５．検討結果の報告

　標記案件については、財政負担の対処は重要な課題と認識するものの、今回の調

査で重要であると認識されたコミュニティレベルの対策強化という側面が弱いこと

から、今回は採択をしない旨報告し、了解を得た。

高齢化要請案件（Training Program for Managing Chronic Diseases Programs）について
のヒアリング

2006年 10月 25日（水）15:30～ 17:30

健省国民医療保障局（National Health Security Office：NHSO）

Dr. Renu Srismith (Assistant Secretary General)、Dr. Chuchai Sornichumni (Bureau of
Disease Management) 他５名
JICAタイ事務所：木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　社会福祉部（Department of Social Development and Welfare）では、障害のあ

る高齢者に対する在宅ケアをコミュニティの参加を得て行うためのモデル（ガイド

ライン）づくりをしようとしている。

－タイ社会も変化しつつあり要介護でかつ孤立した老人が増えつつある。

－従来、障害をもち身寄りのない高齢者は施設に収容するという方針であった

が、施設の収容力はもう限界であること及びコミュニティでのケアを第２次高

齢者計画でも奨励していることが背景にある。

－このような状況に対応する方法として、孤立した高齢者をコミュニティごとに

グループ化（最大10人ぐらい）し、そのグループをコミュニティのボランティ

アと公的な社会福祉が協調してサポートをする方法を模索している。

－ガイドラインづくりのため、５つの県（チェンマイ、ソンクラー、コンケー

ン、パトゥンタニ、トラン）でパイロットを実施する予定にしている。

　このガイドライン作りに対しての技術協力を要請した。

２．要請内容について

　要請の内容は、以下のとおり。

－上記ガイドライン作成のためのパイロット実施に先立ち、10 名のスタッフと

コーディネーター１名を２週間日本に派遣して障害をもつ高齢者の在宅ケアに

関する研修を行う。

－この研修の成果を持ち帰り省内で発表会とディスカッションを行う。それを基

にガイドラインづくりをする。

－日本から３名の長期派遣専門家を受け入れ、このガイドラインづくりに対して

助言を得る。

３．在宅ケアガイドラインの活用

－ガイドラインは全国の Center of Social Welfare Services for Older Persons の

在宅ケア事業のために活用される。

－コミュニティベースをめざすので地域住民とボランティアによる介護能力を高

める。

高齢化要請案件（Developing Guidelines for the Provision of Home Care and Group Home
Services for Older Persons with Disabilities）についてのヒアリング

2006年 10月 25日（水）10:00～ 11:30

社会開発・人間の安全保障省社会福祉部（Department of Social Development and
Welfare, Ministry of Social Development and Human Security）

Ms. Phongpenkea Devahusdin (Chief, Foreign Affair Coordination Group)、Ms. Aorawan
Chongkid (Chief, Foreign Relation Group) 他３名
JICAタイ事務所：木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項
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４．他機関との連携について

　－Local Authority の在宅ケア事業への参加を想定している。

　－保健省（Ministry of Health ）とは密接に協力したい。

５．協力先に日本を選んだ理由

　日本は高齢化社会について様々な経験を有していることから、今後同様の問題を

抱えるタイにとって学ぶところが多い。また、同じアジアの国ということで考え方

や文化的な共通点があり、他の先進国よりも考え方を理解しやすく、また応用もし

やすいと考えた。

６．韓国による先行事例

　韓国のNGO（Help Aged International）がチェンマイで在宅ケア・ボランティア

に対するトレーニング事業を行っていた。2006年の７月ごろに終了し、継続の予

定はない。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．要請の背景

　タイでは労働の需要と供給のミスマッチが問題となっている。特に、バンコク以

外の地域では労働需要の不足若しくはミスマッチがある。特に問題となっている事

柄は以下のとおり。

－高齢者の就業機会の不足

－東部臨海地域での熟練労働力の不足（需給のミスマッチ）

－上記問題に対応するにはEmployment Officeの能力が不十分である（雇用情報

の提供能力“Job Bank+e-employment”、職業訓練によるスキルの向上）

　以上の点を踏まえ、Employment Officeの能力向上を念頭に置いた技術協力を要

請した。

２．要請内容について

　要請の内容は、以下のとおり。

－ Employment Office の機能強化のうち、高齢者（60 歳以上）の就業希望者へ

の対応方法につき、日本からの派遣専門家（長期派遣１名）のアドバイスがほ

しい。

３．農村部の高齢者雇用の問題

－農村部での就業情報の普及はこれまで取り組むことが難しかった。タンボン・

インターネットというパイロット・プロジェクトが現在進行中で、

e-employment を農村部にも普及する試みがなされている。

－農村部の高齢者を農業以外の職業に移動させることは難しいと考えられてき

た。健康上の問題のない高齢者をコミュニティ・ワーカーとして雇用する等、

なにか、新しい考え方が必要。

４．協力先に日本を選んだ理由

　日本は高齢化社会について様々な経験を有していることから、今後同様の問題を

抱えるタイにとって学ぶところが多い。また、同じアジアの国ということで考え方

や文化的な共通点があり、他の先進国よりも考え方を理解しやすく、また応用もし

やすいと考えた。

高齢化要請案件（Job Cultivation for Job Seekers, Especially Aged）についてのヒアリング

2006年 10月 25日（水）13:30～ 15:00

Ministry of Labor Employment Insurance Project Office, Department of Employment

Ms. Narumon Poonsub (Chief of Employment Insurance Project Office) 他主要Divisionより
10名
JICAタイ事務所：木下企画調査員、プロ形調査団：川原団員

報告事項



－ 81 －

５．実効性について

　現在までのところ、経済の好調を反映して失業率は低い水準にあり、高齢者の失

業率も低下してきた。その一方で、好調な雇用状況はバンコクと東部臨海地域に集

中し、その他の地方については必ずしも雇用機会が豊富とはいえない。また、長期

的にみて本格的に高齢者の比重が増大するのはこれからであり、特に地方において

は高齢者の人口の比重が高まると予想されている。したがって、地方において前期

高齢者の就業継続を促す仕組みを準備する必要が高まるものと考えられる。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．「高齢化社会政策（研修）」要請について

　高齢者エンパワーメント部は主に、政策の策定・モニタリング及び高齢化状況の

分析を担当しているが、まだ新しい省であり、部に所属する職員の多くは高齢化に

かかわる十分な知識を備えていない。そのため担当業務を円滑に実施するために職

員の能力を向上させることが重要な課題であり、高齢化政策について多くの経験を

有する日本に対し要請をした。JICA協力の成果（特にJICA支援が必要なもの）と

して、今後５年間の実施計画（Operational Plan）の策定があげられる。

　同研修を他省庁・局と合同で行うことについては問題ない。

２．高齢者在宅介護ボランティアについて

　同局が支援している高齢者在宅介護ボランティアの対象者は特に資格などを規定

しておらず、そのボランティアに対して300バーツ／月の報酬を支払うこととして

いる。そのリクルートをどのように推進していくかが当面の課題である。同ボラン

ティアの活動としては、３～５回／週の訪問、健康状態の確認、外出の手助けなど

があげられる。同ボランティア支援は社会開発・人間の安全保障省の２年間のパイ

ロット活動であり、その後は地方自治体が持続的に支援活動を行う。現状でボラン

ティアの人数は不足している。

３．地方組織について

　地方の組織として、75の県事務所（Provisional Office）があり、各事務所に10

～ 20 名程度の所員が配置されている。

４．他局との関連について

　高齢者エンパワーメント部の所掌は主に政策策定及びモニタリングであり、社会

福祉部などの他部局は関係機関（Institutional）のケアなどを行っている。

高齢化対策プロ形調査
社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部との協議

2006年 10月 30日（月）13:00～ 14:00

社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部内会議室

社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部：Mr.Phimon、Ms. Siriwan
他２名
プロ形調査団：渡辺団長他５名

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．「高齢者のための在宅ケア、グループホームサービス提供ガイドライン開発」

　要請について

　JICA協力に期待する活動内容は、グループホーム及び在宅ケアサービスへのア

ドバイス及びガイドライン開発への支援である。

　グループホームは、日本と異なりラーニングセンターの機能を兼ねるものである

が、日本のグループホーム設置のプロセス、管理方法、組織化を学びたい。

　在宅ケアサービスはボランティアが実施するものであり、社会開発センターがボ

ランティアの訓練及び支援を行う。ボランティアは毎年400名確保することを目標

としている（昨年実績は８県 320 名）。

　課題としては、システムの構築、訓練の実施、ガイドラインのノウハウ習得があ

げられる。なお、ガイドラインは調査を行っている段階である。

　専門家による現地研修の対象者は、スタッフ及びソーシャルワーカーであり、パ

イロットプロジェクトで習得した者が、他県のスタッフに対してTOT（トレーナー

ズ・トレーニング）研修を行う。

２．ケアサービスについて

　レジデンシャルケアの施設については、省庁改革以前は20があったが、現在は

12が地方政府に委譲され、８が管轄として残っている。ケアサービスには、組織

によるサービス、住民によるケアサービス、その他のサービスの３つの柱がある。

ケアサービスのために 12のセンターを設立し、データセンター・訓練センター・

ラーニングセンター・住民によるサービス提供、コミュニティの福祉サービス提供、

カウンセリングセンターの役割を担っている。このセンターの使用において、宿泊

は費用を取るが、それ以外については無料でサービスを提供している。

３．高齢者在宅介護ボランティアについて

　在宅ケアボランティアに対し300バーツ／月を支払う制度がある。同ボランティ

アの活動としては、プライマリ・ヘルス・ケア、食事の手助け、病院への運搬など

があげられる。コミュニティでのグループミーティングの調整や若年齢者の教育な

ども行っている。しかしながらボランティアのみでのサービス提供者の維持ができ

るか懸念される。

４．他局との関連について

　社会福祉部は実施機関であり、高齢者ボランティアに特化して活動しており、そ

の研修を６年以上行っている。高齢者エンパワーメント部は政策を担当している。

高齢化対策プロ形調査　
社会開発・人間の安全保障省社会福祉部との協議

日時 2006年 10月 31日（火）10:00～ 12:00

場所 社会開発・人間の安全保障省社会福祉部内会議室

社会開発・人間の安全保障省社会福祉部：Pakorn Director他
プロ形調査団員：渡辺団長他５名
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．事務所について

　地方に 75 事務所あり、バンコクに 10事務所がある。

２．「求職者、高齢者の雇用促進」要請について

　現在、高齢者の雇用促進、労働力の不足という２つの課題を抱えており、高齢者

で働くことができる人材の活用を考えている。要請の目的は、高齢の求職者へのア

ドバイス、労働力不足の低減、Employment Officeの機能強化の３つである。専門

家の２年間の活動のなかで、高齢者にかかわる政策、及び雇用開拓、職業バンク

（情報通信技術を使用したWebsite を通じた活動）の支援を期待している。また、

高齢者だけでなく35～60歳の世代も含めた雇用促進も要請の目的である。要請の

期間については、前期高齢者の雇用促進も視野に入れた要請であり２年間という期

間は適当である。要請ではフレームワークと実務の部分が混在しており、長期専門

家１名での対応の可否が懸念される旨報告された。また日本において高齢への準備

といった分野に係るリソースの有無については確認中である。

３．労働省による取り組み状況について

　労働省は「高齢者の雇用促進（Employment Promotion for Aged）」及び「高齢

者の特別雇用サービス（Special Employment Service for the Aged）」の２つのプロ

ジェクトを実施している。

　前者は、高齢者の知識獲得及び職業訓練の促進、Income Security の創出及び家

族の負担の軽減を目的に2005年度より実施している。具体的には、カウンセリン

グ・教育指導・料理等の実技練習・職業能力研修といった内容で、１年目には184

グループ、約 4,300 人を対象に行った。

　後者は、高齢者の就職及び技能開発の支援を行うパイロットプロジェクトを実施

している。85県に各５名、最大約400名の高齢者雇用サービススタッフを配置し、

高齢者の技能開発・キャリア情報センターを構築するとともに、適切な職を供給す

る活動を開始している。

高齢化対策プロ形調査
労働省との協議

2006年 10月 31日（火）14:00～ 15:00

労働省内会議室

労働省雇用局：Ms.Saipin, Deputy Director-General他
プロ形調査団：渡辺団長、山口団員、木下団員、加納団員
日本大使館：中野一等書記官
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．合同要請「コミュニティにおける高齢者向け健康・社会福祉サービスモデル」

　について

　高齢者の増加は財政的負担をもたらすと考えられているが、高齢化に対応するた

めの十分な予算がなく、コミュニティによるセルフ・ケアの達成により、費用の低

減をすることが当要請の背景にある。プロジェクトの目的は、財政面、技術サポー

ト面でアクター間連携がなされたコミュニティベースによる高齢者向けサービスモ

デルを形成することである。

　運営委員会を保健省及び社会開発・人間の安全保障省合同で、プロジェクト開始

当初は１回／月の開催を予定している。

　プロジェクトのプラットフォームはヘルスセンターである。なお、４つのプロ

ジェクトサイトに、保健省の４つの局（医療サービス局、ヘルス局、メンタルヘル

ス局、ヘルスサービス局）から、それぞれManager を責任者として配置する予定

であるが、各局が各サイトを分担することではない。

２．コミュニティについて

　「コミュニティ」の定義は、地方行政、すなわちタンボンが基本である（一部は

村単位で実施する場合もあり）。予算のうち35％が地方行政の財源として交付され

ている。

３．保健分野の組織について

　保健分野の組織は保健省をトップとする多層ピラミッド型であり、下層から順

に、ヘルスボランティア（コミュニティ）、ヘルスセンター（各タンボン）、コミュ

ニティ病院（各県に十～数十）、総合病院（各県）、地方病院（12地方）となって

いる。ヘルスボランティア（無給）は約80万人存在し、その管理は地方に移管し

ている（ボランティアのリクルート、配置、調整などを保健省からヘルスセンター

に移管）。

高齢化対策プロ形調査　
保健省及び社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部との協議

2006年 11月１日（水）13:30～ 16:30

保健省内会議室

保健省：Narongsakdi 局長他
社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部：Ms. Siriwan
プロ形調査団：渡辺団長他４名、日本大使館：小野一等書記官

報告事項



－ 86 －

４．保健省と社会開発・人間の安全保障省との関連について

　保健省は高齢者への取り組みとして、30バーツ政策、在宅ケア、健康増進プロ

グラム、疾病予防プログラムを実施している。30バーツ政策での基準額は、昨年

度が 1,659 バーツであった。今年度は 2,089 バーツを予算申請中である。

　社会開発・人間の安全保障省は省庁再編の際にできた新しい省で、現在はまだ移

行期であり、地方での高齢化への取り組みを体系的に実施するまでに至っていな

い。現在のところ、保健省と社会開発・人間の安全保障省で高齢者に係る医療ケ

ア、長期的ケアのきちんとしたデマケーションはなされていない。

５．Healthy Thailand Roadmap について

　同ロードマップは国家計画（National Agenda）であり、包括的な内容のもので

ある。高齢者の健康増進も目標の１つではあるが、最重要事項として位置づけられ

ているわけではない。ヘルシータイランドのモニタリングのための事務所がある。

報告事項
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議題・
目的

日　時

場　所

参加者

１．保健省の高齢化対策について

　保健省の高齢化対策は、以下の４つの要素により実施されている。

①　コミュニティヘルスボランティア：もともとは保健分野全般を担当するボラ

ンティアであるが、研修によって高齢者向けサービススキルを習得させること

により、高齢者の在宅ケアのサービス要員として育成している。同ボランティ

アが２～３回／週の頻度で訪問し、プライマリ・ヘルス・ケアを行っている。

②　プライマリ・ケア・ユニット（PCU）：上記①のボランティアを取りまとめ

た単位で、シーラタンボンに１つあり、380名で構成されている。グループ単

位の教育のほか、グループ会議やヘルスアセスメントを行っている。

③　モバイルユニット：コンケーン病院が１回／月の頻度でモバイル医療サービ

スを提供している。

④　ファミリードクター：コンケーン病院の担当医師がタンボンを１回／週訪問

し、PCU をフォローするヘルスチェックなどの活動を行っている（担当医師

は 21 タンボンに５名であるため１回／週の頻度）。

２．社会開発・人間の安全保障省の高齢化対策について

　社会開発・人間の安全保障省の高齢化対策は、以下の６つの柱により構成されて

いる。

①　情報収集・分析：人口構成、高齢者の職業・障害有無などのデータ収集及び

分析。

②　財政支援：貧困家庭への300バーツ／月の支給などのための地方行政への交

付金。

③　高齢者のためのホーム：運動、エンターテイメント、会話などのレクリエー

ション活動の実施（高齢者が居住する施設ではない）。

④　ラーニングセンター：高齢者が学生や興味をもつ人にスキル・職業知識を教

育し、職業技能を修得させるもの。

⑤　教育プログラム：サービス提供者（地方行政及びNGOなど）に対して、サー

ビス提供のノウハウを教えるもの。

⑥　コンサルテーション：地方行政や病院など、社会開発・人間の安全保障省以

外のサービスを紹介するもの。

　なお、④ラーニングセンターや⑤教育プログラムは、病院の会議室などで開催し

ている。

高齢化対策プロ形調査　
コンケーンにおけるサイト視察及び協議

2006年 11月２日（木）10:30～ 18:30

サイト視察：Muang District シーラ（Si-la）タンボン、
　　　　　　Nam Phong District サアード（Sa-ard）タンボン
協議：コンケーン（Khon Kaen）病院、ナムポン（Nam Phong）病院

保健省：Chanvit Director 他、社会開発・人間の安全保障省他
プロ形調査団：渡辺団長他４名
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３．シーラにおける具体的な取り組み内容について

　シーラタンボンでは、保健省下のコンケーン病院（全国12の地域病院のうちの

１つ）を中心としたモデル事業として、グループエクササイズ（１名のインストラ

クターの指導による上半身のストレッチ運動）、歌唱・ダンス、織物・籐細工など

の学生・子どもへの技能伝承、高齢者が作成した手芸品・造花・菓子類などの販売

が行われていた。

　これらの健康増進、知識伝承、趣味及び収入増加のための活動のほか、文化的・

宗教的活動（地域の祭事や仏教の記念日の活動）や社会福祉活動（葬祭への貢献）

も実施している。

４．サアードにおける具体的な取り組み内容について

　サアードタンボンでは、社会開発・人間の安全保障省のモデル事業として、寺院

において、グループエクササイズ、織物・籐織物などの学生・子どもへの技能伝

承、高齢者が作成した手芸品・有機肥料などの販売が行われていた。また、地域の

社会福祉のために毎日１バーツを寄付する制度も行われており、手帳に寄付の実績

を記録していた。

　これらの健康増進、知識伝承、趣味及び収入増加のための活動のほか、セミナー

等を通じた能力開発、高齢者のネットワークの促進及び開発、社会福祉及びカウン

セリング活動も実施している。

　高齢者の在宅介護の現場では、３か月ごとにトレーニングを受けるボランティア

が介護を行っていた（３回／週の頻度）。

　さらに、高齢者向け住宅建設のため1,000バーツ（社会開発・人間の安全保障省

が積算）を補助し、ボランティアによりコンクリート中空ブロック積みの住宅を建

設する事業も実施していた。この住宅は12人家族のものであるが、高齢者の娘は、

子どもを高齢の母に託して都市部で就労している。

５．保健省と社会開発・人間の安全保障省との関連について

　上記のとおり、保健省は病院、社会開発・人間の安全保障省は寺院をプラット

フォームにしているという違いはあるが、それぞれのモデル事業の内容は似通った

取り組みを別のサイトで実施している。両省とも共同実施の必要性は認めているも

のの、明確なデマケーションができていないのが現状である。

報告事項
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．タイ政府の取り組みについて

　タイ政府は「高齢者に対する第２次国家計画」などの政策に基づき高齢化対策に

取り組んでいるが、高齢者への年金支給（UNESCAPでは高齢者への300バーツ／月

の支給を年金に分類）は試行的なものであり、在宅ケアなどインフォーマルな取り

組みが中心となっている。また、タイにおける年金支給額は GDP 比でわずか約

0.005％の金額であり、UNESCAPで調査したMiddle-Income諸国12か国のなかで

最低であり、またバングラデシュなど多くのLow-Income諸国よりも低い。グルー

プボランティアは現状として2,500名しかカバーしておらず、まだ非常に弱い。ま

た政策はあるが実施が弱く、軽視されている高齢者は増加している。

　UNESCAPでは、在宅ケアなどインフォーマルなケアだけでなく、ロングターム

ケアが可能な制度構築が必要と考えており、他国の取り組みの紹介や情報交換を通

じて提言していきたい。

　以下、UNESCAP の考える重要項目は次のとおり。

　・国レベルでの協調

　・省庁間のコーディネーション強化

　・モニタリング

２．高齢者の男女構成比について

　タイでは高齢者に占める女性の比率は高く（男性290万5,000名：女性358万7,000

名、2004年）、女性独居者の割合も男性に比べて高い（男性5.4％：女性7.8％、2002

年現在）。理由は分かっていないが、男性に比べ女性の方がリソースに対するアク

セシビリティが低く、女性に焦点を置いた取り組みを行う必要があると考えられる｡

３．本プロ形調査結果について

　本件調査結果の英語版を作成後、UNESCAP にも提出する。

高齢化対策プロ形調査
国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）との協議

2006年 11月３日（金）10:00～ 11:30

UNESCAP内会議室

UNESCAP：Director Ms. Thelma、Ms. Osaki, Emerging Social Issues Division、Mr. Osama
プロ形調査団：渡辺団長、山口団員、木下団員、加納団員
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議　題

日　時

場　所

参加者

１．社会開発・人間の安全保障省の各部署の所掌について

　各部署の主な所掌は、高齢者エンパワーメント部は政策の策定及びモニタリン

グ、社会福祉部は具体的な対策の実施、県社会開発・人間の安全保障事務所は 75

県のフィールドにおけるホームケアサービスの実施を担当する。マクロレベルの政

策は社会開発・人間の安全保障省スタンダード部が担当するが、具体的な高齢化分

野の政策は高齢者エンパワーメント部が担当している。

２．「高齢者のための在宅ケア、グループホームサービス提供ガイドライン開発」

　案件について

　同要請内容を保健省との共同要請「コミュニティにおける高齢者向け健康・社会

サービスモデル事業の形成」に統合する案については、社会開発・人間の安全保障

省としては異論ないが、保健省と意見調整したいと考える。

　パイロットプロジェクト地区については、社会開発センター（名称要確認）のあ

る12県（既存８センター及び新設４センター）であれば調整可能であるが、これ

についても保健省と相談したい。

３．社会開発センター（名称要確認）について

　21センターのうち地方に移管した13センターはResidential Care Serviceをメイ

ンに実施している。同センターには看護師及びセラピストがおり、病院への取り次

ぎを行っている。社会開発・人間の安全保障省下に残る８センター及び新設４セン

ターでは、より包括的なサービスを提供している。

４．国際的な活動について

　高齢者エンパワーメント部は高齢化分野の国際的活動の実施母体でもあり、「高齢化

に関するマドリッド国際行動計画」に基づく活動のUNESCAPへの中間（Mid-term）

報告を、2007 年９月に提出する予定である。

高齢化対策プロ形調査
社会開発・人間の安全保障省との協議

2006年 11月３日（金）14:00～ 16:00

社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部内会議室

社会開発・人間の安全保障省高齢者エンパワーメント部：Ms. Siriwan, Social Worker他
プロ形調査団：渡辺団長他４名
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